


序　　　　　　文

　テュニジア共和国は、1957年以来家族計画推進事業を展開し、人口増加率は着実に低下してい

るものの、地方農村地域などにおいては家族計画の普及が遅れ、地域間格差が問題となっていま

す。

　このような背景のもと、わが国は同国に対し家族計画に関する啓蒙普及教材制作を主な内容と

した人口教育促進プロジェクトを 1999 年から６年間にわたり実施しました。

　前記プロジェクトは、1999年３月22日をもって終了しましたが、1994年の国際人口開発会議

を受け、同国政府は、家族計画をより広く「リプロダクティブ・ヘルス」ととらえ直し、青少年

に対するリプロダクティブ・ヘルス教育を強化すべく、わが国に新たにプロジェクト方式技術協

力を要請しました。これを受けて、1999年９月15日より５年間の予定で、リプロダクティブ・ヘ

ルス教育強化プロジェクトが実施されています。

　プロジェクト開始後、９ヵ月が経過しましたが、プロジェクトの進捗状況を確認し、今後の活

動計画につき、再度関係者間の合意を得ることを目的として、大阪大学人間科学部中村安秀教授

を団長とする運営指導調査団を、1999年７月５日から同年７月15日までの日程で派遣しました。

　本報告書は、上記調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに、本調査団の派遣にあたり、ご協力を賜わりました関係各位に深甚なる謝意を表します

とともに、今後のプロジェクトの実施・運営にあたりまして、さらなるご協力をお願いする次第

です。

　2000 年７月

国 際 協 力 事 業 団
医療協力部長　遠藤　明
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１．運営指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　テュニジア共和国政府（以下、テュニジア）は第８次５ヵ年計画（1992 ～ 1996 年）のなかで

家族計画推進事業を最重要課題のひとつとして位置づけている。わが国は家族計画事業に資する

ことを目的として、国家家族人口公団（ＯＮＦＰ）を実施機関とし、Information, Education and

Communication（ＩＥＣ）に主眼を置いた、家族計画に関する啓蒙教材（ビデオ番組、印刷媒体）

の制作を主な内容とした「人口教育促進プロジェクト」を 1993 年から 1999 年まで実施した。

　テュニジア政府は、1994年のカイロ国際人口開発会議で採択された行動計画に基づき、家族計

画を人口増加への対応の視点のみならず、より広く「リプロダクティブ・ヘルス」ととらえ直し、

女性の健康や思春期・青年期の性に関する活動を強化している。

　このような背景のもと、テュニジア政府は、前プロジェクトの成果を発展させ、特に青年層を

対象としたリプロダクティブ・ヘルス政策を推進することを目的として、新たに技術協力を要請

し、これを受けわが国は 1999 年９月から５ヵ年の予定で本プロジェクトを実施している。

　思春期リプロダクティブ・ヘルスという分野が比較的新しいものであるため、各国、各地域に

おいて、さまざまな活動が試み的になされており、然るべきアプローチが確立されていないこと、

また、ＯＮＦＰの思春期リプロダクティブ・ヘルスに対する取り組みが多岐にわたることから、

本プロジェクトにおいて、どのような活動を展開するかについて、関係者間の認識が一致してい

るとは言いがたい。

　今般、運営指導調査団は、先方実施機関と協議し、プロジェクトの進捗状況を確認したうえで、

今後のプロジェクト計画につき、関係者間の合意を得ることを目的として、大阪大学人間科学部

中村安秀教授を団長とする運営指導調査団を、1999年7月5日から同年7月15日までの日程で派

遣した。

１－２　調査団の構成

担　当 　氏　名 所　属

団長　総　　括　　中村安秀　　　大阪大学人間科学部教授

団員　教材作成　　林昌平　　　　サウンドデザイン＆ＡＶクリエイト代表

団員　協力計画　　田中裕子　　　国際協力事業団医療協力部医療協力第二課

団員　通　　訳　　柴田都志子　　（財）日本国際協力センター研修監理員
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１－３　調査日程

日順

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

月　日

７月 ５日

７月 ６日

７月 ７日

７月 ８日

７月 ９日

７月 10日

７月 11 日

７月 12 日

７月 13 日

７月 14 日

７月 15 日

曜日

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

移　動　お　よ　び　業　務

12:05 成田発（AF275）、17:10 パリ着

12:35 パリ発（AF2484）、 14:05 テュニス着
専門家チームと打合せ

日本大使館表敬、ＯＮＦＰ事務局長表敬
カウンターパート、専門家と打合せ

バルドー印刷所視察
スカウト本部訪問
テュニジア家族計画協会（ＡＴＰＦ）訪問
畑中専門家と調査について個別協議（中村団長、田中団員）

スカウトキャンプ（Peer Educators 講習）見学

ＯＮＦＰコミュニケーション部と協議
ＯＮＦＰ視聴覚センターと協議
Kebili 県代表と協議
ＵＮＦＰＡと協議

ＯＮＦＰ人口資料センターと協議
ＯＮＦＰ国際研修センターと協議
国家家族計画連盟（ＩＰＰＦ）訪問
リプロダクティブ・ヘルス研究センター訪問

林団員による紙芝居教材に関する講演
ＯＮＦＰ総裁表敬
カウンターパートとミニッツ最終協議

大勝チーフアドバイザーと今後の具体的活動計画について打合せ
（中村団長）
協議議事録署名

日本大使館およびＪＩＣＡテュニジア事務所に調査内容報告
15:00　テュニス発（AF2485）、18:30 パリ着
23:25　パリ発（AF276）

18:00　パリ着

１－４　主要面談者

（1）テュニジア側関係者

1）国家家族人口公団（ＯＮＦＰ）

Pr. Nebiha GUEDDANA Director General

Ms. Naima BOULILA Secretary  General

Mr. Sala HARSI Director of Technical Cooperation Department

Dr. Ziel LATIRI Director of Communication Department
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Mr. Chokri BEN YAHIA Chief of Communication Department

Mr. Mohamed Ben BRADAI Chief  of  Printing  Unit

Mr. Sala HARSI Director of Technical Cooperation Department

Ms. Hayet JEDIDI Chief of Audio Visual Center

Mr. Fethi Ben MESSAOUD Director of International Training Center

Mr. Faouzi MOSBAH Chief of Principal Service of International Training

Center

Mr. Abderkarim YAHIA Director of Documentation and Publication Department

Ms. Faouzia HAMILA Chief of Documentation Center

Ms.Fethia MESSOUD Chief of Principal Service, Documentation Center

Mr.Ahmed ABDENNADHER Director of Population & Reproductive Health Research

Center

2）KEBILI 県代表との会議

Mr.Tahor Ben KALIFA Regional Coordinator of IEC in KEBILI

3）スカウト本部（テュニス）

Mr. Mohamed TARILKI Commissioner of Tunis Scouts

Mr. Souissi LOTFI National Organization of Scout

Wahid LABIDI

Dr.Zouari ABDELAZIZ Doctor in Toxicology Clinic

4）テュニジア家族協会（ＡＴＰＦ：Tunisian Family Planning Association）

Ms. Aicha CHAHERLI Executive  Director

Mr. S. B. Mahmoud Chief of  Planning and Training

Ms. Bel Hajala ZOUDA Planning

5）国連人口活動基金 （ＵＮＦＰＡ：United Nations Funds for Population Activities）

Mr.Mourad GHACHEMA Deputy Representative

6）国際家族計画連盟訪問（ＩＰＰＦ：International Family Planning Federation）

Dr. Monce BEN BRAHIM

Dr. Badreddine Missaoui

Dr. Marouan EL OUNI
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Dr. Fathi GHEDIRA

Ms. Nejiba HAMZA

（2）日本側関係者

1）日本大使館

野口　雅昭　　　　　　　　　　特命全権大使

大森　芳樹　　　　　　　　　　書記官

2）ＪＩＣＡテュニジア事務所

生井　年緒　　　　　　　　　　所長

竹本　啓一　　　　　　　　　　所員

3）リプロダクティブ・ヘルス教育強化プロジェクト

大勝　恵悟　　　　　　　　　　チーフアドバイザー

内田　浩正　　　　　　　　　　業務調整員

秋山　明　　　　　　　　　　　教材作成長期専門家

畑中　初音　　　　　　　　　　ＩＥＣ長期専門家
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２．活動概要

（1）プロジェクト開始後９ヵ月が経過する。現時点までにおける具体的なアウトプットは決して多

くはなかったが、国家家族人口公団（ＯＮＦＰ）と専門家チームの協力により、立ち上がりの時

期としての準備が整っていた。今回の調査団の訪問を契機に、ＯＮＦＰと専門家チームにより、

現在までの活動実績がまとめられ、今後の活動計画について十二分に話し合いをもつことがで

き、実りある合意に至った。今後、近いうちにプロジェクトから種々の活動成果が大いに期待で

きるとの明るい見通しをもつことができた。

（2）ＯＮＦＰのゲダナ総裁、ボリラ事務局長、ハルシ技術協力部長は、本プロジェクトに対し、感

謝の意を強く表明し、今後の活動に対するＯＮＦＰ側の期待は非常に大きい。友好的な雰囲気の

なかで、中村団長とゲダナ総裁の間で、協議議事録の署名が滞りなく行われた。なお、今回の調

査団との協議において、プロジェクトの細部の認識に違いがある部分もあったが、本質的に紛糾

する事態ではなく、十分な協議により相互理解は深まったと思われた。

（3）「若者とリプロダクティブ・ヘルス」分野に関して、ＯＮＦＰおよびその関連非政府団体

（ＮＧＯ）では、すでに活発な活動が行われていた。若者に対する各種パンフレットの作成や配

布にとどまらず、ＮＧＯの１つであるスカウトでは Peer Educators に対するドラマ、歌、スロー

ガン作成などの種々のメディアを活用した活動を行っていた。リプロダクティブ・ヘルス活動に

関する支援においては、これらの既存活動の「量的拡大」を図ることを初期段階の目標とし、プ

ロジェクト期間の後半に教材の新規開発をめざすのが実際的であると思われた（テュニジアもア

ラブ・イスラム国のひとつであり、若者に性を積極的に教えている反面、それらに反対する保守

的な層も決して少なくない。テュニジアの若者のニーズを満たしかつ社会的に受容できる教材の

開発には、長期的な取り組みが必要であると考えられた）。

（4）本プロジェクトの大きな柱であるＮＧＯ支援については、ＪＩＣＡ、ＯＮＦＰ、ＮＧＯの３者

による協力のもとで実施することを、ゲダナ総裁との協議において再確認した。具体的には、

ＯＮＦＰと協力関係にあるＮＧＯに対する草の根無償がテュニジア側のニーズに適合していると

思われ、従来から強い関心を寄せていた、在テュニジア大使館、ＪＩＣＡ事務所とも事前の協議

を行った。ＯＮＦＰの理解も早く、早速、調査団滞在中に、「悩み相談室の増設」「移動クリニッ

クバン」「ビデオ機器」の３案件が大使館に提出された。
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（5）印刷機材については、ＪＩＣＡ、ＯＮＦＰ側ともに努力を重ね順調に協力が進んでいた。バル

ドー印刷所の機材設置は当初の計画より多少遅れているが、これは設置場所の内装費用について

ＯＮＦＰ側の予算措置に時間を要したためであり、９月には設置できる予定である。内装、間取

りはよく完成していたが、間仕切り、防塵、冷房（最新のコンピューター関係の機器は定温低湿

稼動が常識である）が残されている状態であった。

　現地業者は、機器設置、マニュアルオペレート、メンテナンスなどのハードエンジニアリング

のみで、実際の製版についての知識はないため、カウンターパートの指導は困難である。メンテ

ナンス契約は取り交わしている。

　現在使用中の機材は日本ではほとんど使われていない年代物であるが、そのわりには使用状況

がよい。テュニジア側は、新たにプリプレスのカウンターパートとして、コンピューターの基礎

知識を有した２名を新規に配置する計画であり、同カウンターパートの本邦研修を切望してい

た。さらに、プリプレス、４色印刷機について、それぞれの稼動開始にあわせて日本からの短期

専門家の派遣も要請された。

　最大の問題点は、印刷所長の後任問題にある。ブラダイ所長はすでに退職しており、いまの身

分は嘱託所長であるが、彼の後継者がまだ見つかっていない。その最大の理由は、民間企業にお

ける印刷技術の質が高く（給与も高い）、優秀な人材がＯＮＦＰ印刷所に集まりにくいことにあ

る。また、ボリラ事務局長との協議において、本邦研修を終えたスタッフがバルドー印刷所に定

着するようＯＮＦＰ側が必要な措置をとるという確約を取り付けた。

（6）1993年からの人口教育促進プロジェクトにより、視聴覚センターに供与された機器および設備

は、放送用素材作成も可能なグレードであり、ＯＮＦＰ独自のプログラム（コミュニケーション

部や国際研修センターなど）のビデオ作成、その他関連団体の作品など、ビデオだけでなくスラ

イドも作成していた。国連人口活動基金（ＵＮＦＰＡ）依頼のスポット（婚前証明書）３点など

かなり質の高い作品も作成されていた。

　しかし、プロジェクト開始時より７年が経過し、問題点も生じている。当時、現地代理店を経

由せず日本より直接輸入したため、現地代理店と保守契約ができない。経年対応も含めメンテナ

ンスの必要性につき要望があった。修理費用も含めた年間保守契約は年間3000DT（約24万円：

１ DT ＝約 80 円）。2000 年度、および 2001 年度分はテュニジア側で予算措置がされていないと

いうことであり、とりあえず今年度分は現地業務費で捻出することとした。2002年度以降につい

ては、テュニジア側が予算措置を行うということで合意を得た。

　シナリオはＯＮＦＰ内で作成しているが、演出家（Production Director）は外部に依頼している

のが現状であり、運営資金も不足している。ビデオ制作には演出家と技術管理者（Technical

Director）が必要であるが、前期プロジェクトにより、カウンターパートは技術管理者はできる
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が、演出家にはまだ力不足の状態である。

　外注に頼らずＯＮＦＰのみでビデオ制作ができるよう、演出家の養成につき要望があったが、

どのような作品を年間どれくらい作成するかについての企画がなされていない。現時点では、秋

山専門家が、機材の取り扱いを指導するとともに、ビデオ作品をカウンターパートとともに作成

するという作業に取り組んでいた。

（7）ＯＮＦＰ側は、南南協力の推進を積極的に図っていきたいという強い姿勢を示していた。具体

的には、すでに行われている国際研修センターにおける第三国研修の講師に本プロジェクト関係

者を派遣することにより、第三国研修とプロジェクトの連携を強化することが可能である。ま

た、プロジェクト後半には、本プロジェクトのテーマである「若者とリプロダクティブ・ヘルス」

の成果をアラブ諸国やフランス語圏アフリカに波及するような手立てを考慮する必要があると思

われた。

（8）今後、プロジェクト活動を進めていくうえで、「専門家」という用語に対するＯＮＦＰ側の誤

解を解消しておく必要があると思われた。テュニジアで「専門家」（フランス語でexpert）といえ

ば、「学識経験者」というイメージを与えていると思われ、今回の訪問中にも、林団員のような

豊富な経験をもつ「専門家」を派遣してほしいと再三にわたり要望を受けた。豊富な経験をもつ

「専門家」の派遣と同時に、リプロダクティブ・ヘルスの経験をもつ若手を送り込む必要がある

と思われる。なぜならば、テュニジアにおける若者のためのリプロダクティブ・ヘルス教材の新

規開発は、テュニジアおよび日本の若手世代の手によって行われるのが望ましいからである（世

界的にみても、「若者とリプロダクティブ・ヘルス」を行っているプロジェクト現場には若者の

姿が多い）。

　ゲダナ総裁との会食の場において、調査団からのお願いとして以下のような発言を行った。「日

本から、豊富な経験をもつ『専門家』の派遣と同時に、修士課程を卒業した若手を送り込みテュ

ニジア側とともに学ぶなかで協力を進めていきたい。このような若い世代こそが、将来のテュニ

ジアと日本の友好を担ってくれるであろう。」ゲダナ総裁も「とてもいいアイデアである。」と答

え、発言の趣旨をよく理解した。

　今回の協議の結果により、経験豊富な学識経験者と専門分野をもつ若手を短期・長期専門家と

して派遣することに対して、今後、テュニジア側からクレームがつくことはないと期待したい。

ただ、本プロジェクトに限り、「専門家」のフランス語呼称を「expert」ではなく、他の呼称に変

更したほうが誤解は少ないと思われた（日本語の「専門家」、英語の「expert」を変更する必要は

ないが、プロジェクト内で使用する言葉として、プログラム・オフィサーといったような意味の

フランス語が望ましいと思われた）。
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３．具体的な活動計画

　今後１年間くらいにわたる当面の活動計画について、以下のような事項が考えられる。

（1）バルドー印刷所

　日本側はすでに機材供与を行っており、今後は本邦での研修員１名の受入れ（プリプレス研

修）、３名の短期専門家の派遣（視聴覚技術、プリプレス、４色印刷技術）を中心に技術研修

を行う。テュニジア側は、印刷所２階の隔壁の設置（防塵対策）、１階の床補強工事を行い、

機材設置のための整備を行うとともに、次期印刷所長のリクルートを含むカウンターパートの

補強を行う。

（2）視聴覚センター

　視聴覚技術の短期専門家を派遣し、メンテナンスおよび演出家養成のための研修を行う。

　演出家養成メンバーは視聴覚センター内だけでなく、教材作成委員会の下部に位置し、組織

化をしないで各部からの適任者とし、企画、演出の研修を実施したい。

　質の高い作品を作成する際には演出家を外注すればよく、Peer Educator たちが気軽に使用

できる視聴覚教材は、国家家族人口公団（ＯＮＦＰ）内で作成できるよう、簡易な民生用ビデ

オ機器の導入を検討したい。

（3）リプロダクティブ・ヘルスに関するＮＧＯ支援

　ひとつは、草の根無償である。ＪＩＣＡ、ＯＮＦＰ、ＮＧＯの３者協力のもとで実施すると

いう基本方針に基づき、ＯＮＦＰがすでに支援しているＮＧＯ（テュニジア家族計画協会、

テュニジア女性連盟、エイズ予防財団、スカウト、テュニジア労働者保健協会、テュニジア国

境なき医師団など）から選択すべきであると考えられた。ゲダナ総裁の基本的了解も得ること

ができ、ＯＮＦＰや大使館とともに具体的に案件を詰めていく段階に達した。具体的には、ス

カウトの「悩み相談室」の増設、テュニジア家族計画協会（ＡＴＰＦ）のビデオ機器などが候

補にのぼっていた。今後の進展を期待したい。

　もうひとつは、「若者とリプロダクティブ・ヘルス」に関するＮＧＯ活動の支援である。た

とえば、今回視察の機会を得たスカウトのPeer Educators に対する全国大会においては、16～

24 歳までの Peer Educators がテュニジア全国から集まり、自分たちで、ドラマ、歌、スローガ

ン作成などを行っていた。その内容は、Youth-to-youth という基本原則にのっとり、若者たち

が自分たちのアイデアで教材を作成し、コンドームやエイズなどもテーマに取り入れていた。

今回の講習会は、国連人口活動基金（ＵＮＦＰＡ）、ＯＮＦＰ、スカウト、国境なき医師団の
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協力によるものであったが、今後は、このような既存の講習会の支援、すなわちＮＧＯ活動の

「量的拡大」から始めるのが実際的であると思われた。

　当面の具体的な支援活動として、スカウトがすでに実施している Peer Educators 講習の支援

などは有力候補のひとつである。ＵＮＦＰＡとの棲み分けを明確にしたうえで、日陰地域、ケ

ビリ県、テュニスの貧困地域などアクセスの悪い地域を対象にするといった特色を打ち出すの

も一案である。それらの支援活動の成果を踏まえ、テュニジア側との共同作業による新規教材

の作成はプロジェクト後半における最大の課題になると思われた。

　既存の活動の「量的拡大」を行うことに対しては種々の意見があると思われるが、以下のよ

うな理由づけが考えられる。

1）国際的にみても十分に意義のある活動が、すでにテュニジア国内でテュニジア人の手に

より実施されているので、まず既存活動の不足部分をカバーする必要がある。

2）テュニジアにおけるＧＡＤ（Gender and Development）やＷＩＤ（Women in Development）

の現状把握を行う前に、新規教材の開発やＮＧＯの新規活動支援を行うのはリスクが大き

い。

3）「若者とリプロダクティブ・ヘルス」に関する活動のほとんどは最近開始されたものであ

り、まだその評価を行うに至っていない。まず本プロジェクトによる活動支援を実施した

あと、評価活動に参加するのが順当な方策であると思われる。

4）これらのＮＧＯ活動はＵＮＦＰＡや国際家族計画連盟（ＩＰＰＦ）などの国際機関と連

携しているため、国際機関との協調にもつながる。

（4）教材作成委員会

　プロジェクト活動の柱である、「若者とリプロダクティブ・ヘルス」のための教材作成を行っ

ていくため、教材作成委員会をＯＮＦＰ内に設置する準備が始まっていた。

　教材作成委員会では、まず委員全員によるブレーンストーミングを行い、基本方針を確定し

たうえで、その後に具体的な活動を始める必要があると思われた。教材作成の基本方針を教材

作成委員会で共有し、ＯＮＦＰの合意を得ておくことが重要である。基本方針の具体例として

は、「若者のリプロダクティブ・ヘルスに関する知識向上、意識変革、行動変容をめざす」「地

域格差の減少」「ジェンダー格差の解消」などが考えられる。

　つぎに、「若者に対するリプロダクティブ・ヘルス教育教材調査」（ツール調査）が必要にな

ろう。テュニジアで現在配布されている若者向けのリプロダクティブ・ヘルス教材

（ＯＮＦＰ、ＮＧＯ、国際機関、文部省などの他省庁などで作成されたもの）を収集調査する

必要がある。また、テレビ、ラジオなどのリプロ関連番組、詩吟などの伝統的メディアなども

調査対象に含めたい。この作業の目的は立派な報告書を作成することではなく、テュニジアに
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おけるリプロダクティブ・ヘルス教材の現状を把握し、プロジェクトにおける教材作成のため

の基本資料とすることである。本文は 10 ページくらいで十分であり、ポスターの写真や収集

したパンフレットを添付資料とした簡単な調査報告書を作成することにより、日本側とテュニ

ジア側が新規教材作成のための共通基盤に立つことが可能になると思われた。

　現存の教材は知識の理解やスローガンの普及など知識についての指導育成が中心であり、重

要なことであるが、他方、青少年という年頃は反抗期も内在し知育のみでは限界が生じる。多

様な価値観と鋭い感受性や想像力をもっている年代であり、感じることの共有が教育効果をあ

げる役目をする。特に情操教育が必要な年代であり、共感される教材も必要である。教材の完

成度より感性度を優先させるため、教材作成委員会で作った基本コンセプトに基づき、Peer

Educatorsも含め同世代の仲間に実際の教材制作をまかせるというのもひとつの方法ではないだ

ろうか。手作り教材の作成である。スカウト協会のキャンプではその可能性を教えられた。

（5）マンガ・紙芝居について

　これらの新規教材のアイデアは決して悪いものではなく、テュニジアの若者に受容されるか

どうか試みる価値があると思われた。しかし、上記の教材作成委員会により基本方針を確定し

たのちに、以下のような教材開発のステップを踏む必要があろう。具体的には、モデルの作

成、プレテストの実施、編集委員会の設置、教材の作成と配布である。現在までに、すでにモ

デルの作成がアド・ホック的に行われていた。

　とりあえず、マンガや紙芝居がチュニジアの若者に受け入れられるかどうかというプレテス

トの実施が必要であると思われた。具体的には、テュニスおよびケビリの職業訓練校などにお

いて男女各30～ 50名を対象に、簡単なアンケート調査を行うのが実際的であろう。アンケー

ト票の原案についても大勝チーフアドバイザーと協議した。プレテストの結果、これらの教材

の有効性が明らかになったあとで、本格的な編集委員会を設置すればいいのではないかと考え

られた。
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４．プロジェクト運営上の留意事項

　今回の調査により、経済発展とジェンダーの視点から、特に留意していく必要がある情報を入

手したのでここに記す。

（1）経済成長を続けるテュニジア

　最近のテュニジアの経済成長はめざましく、ベン・アリ大統領の政治的安定もあり、1995年

７月に欧州連合（ＥＵ）との間でパートナーシップを締結し、欧米からの投資も順調に伸びて

いる。実質ＧＤＰ成長率も５％台を維持し（’97 年 5.4％、’98 年 5.0％）、消費者物価上昇率は

３％と低く、安定した経済成長が続いている。また、国際協力銀行（ＪＢＩＣ）の非公式情報

では、今後数年間は順調な経済成長が続くという見通しをもっているとのことであった。

　この経済成長見通しは、プロジェクトの５年間の計画、特に本プロジェクトで供与される印

刷機材の将来計画を考える時に非常に重要な要素になる。おそらく、現在のような経済成長が

続けば、高品質の印刷技術は民間企業によって維持発展されるであろう（特に視聴覚機材は技

術革新のスピードが速く、他国の例をみても、政府開発援助（ＯＤＡ）機材供与による政府機

関のＡＶセンターは最新機器を導入した民間企業と競争していけない）。プロジェクト期間中

はバルドー印刷所の印刷技術は十分に需要を満たすものと思われるが、プロジェクト終了後の

バルドー印刷所のあり方を検討しておく必要があろう。フランス語圏アフリカやアラブ圏に対

する南南協力による印刷教材の受注なども視野に入れたい。

（2）黒いベールを脱ぎすてた日

　以下は、ゲダナ総裁から直接伺った「テュニジア女性解放の歴史」にまつわる挿話である。

リプロダクティブ・ヘルスやジェンダーに関して、テュニジアがアラブ・モスリム圏でのトッ

プランナーであるという自負がうかがえた。また、テュニスにはアラブ女性研究センターがあ

るということなので、ジェンダー専門家はぜひ訪問してほしい。

　テュニジアではフランス植民地時代の 1930 年代にすでに、ハマム（イスラム指導者）の娘

が女性のためのモスクを設立し、ハダル氏は「イスラム教における女性」を著し、女性解放の

芽生えはみられていた。しかし、民族主義者たちの多くは（反フランスの立場から）女性の地

位向上には反対の立場をとっていた。

　1956年の独立後、ブルキバ大統領が真っ先に着手した法律は、「個人の地位に関する法律」

であり、法的な男女平等をめざしたものであった。宗教界の長老の賛成を取りつけたうえで独

立前から周到な準備を行い、保守的な民族主義者の準備が整わない独立直後に法律の施行にこ
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ぎつけたところにブルキバ大統領の賢明さがみられる。時間をかければ、必ず保守派の反対に

より廃案になるからだ。

　独立後４ヵ月の時、ブルキバ大統領がメディナの広場で演説をした。「国民の半分を占める

女性の発展なしに、テュニジアの発展はない。今日から、女性たちはベールを取ろうではない

か！」。その呼びかけに、広場に集まった女性たちはいっせいに黒いベールを脱ぎすてたとい

う。その朝ベールをつけて外出したゲダナ総裁の姉（当時 16 歳）も、家に帰るときにはベー

ルをはずしており、その日以後彼女は二度とベールをつけることはなかった。ただ、ゲダナ総

裁の母はその後もずっとベールを着用し続け、父は「自分の妻がベールをつけないなら、家に

入れない」と言っていた。

　このブルキバ大統領の演説は身震いするほどの感動を国民に与え、その後テュニジアの女性

の地位向上に大きなインパクトを与えた。しかし、それに反対する伝統的・保守的な勢力もま

た、侮りがたいものがあった。
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５．協議議事録署名までの経緯

　本プロジェクトでは2000年 10月にプロジェクト・サイクル・マネージメント（ＰＣＭ）ワー

クショップの実施を予定している。調査団としては、ＰＣＭワークショップ以前に、今後の活動

について大まかな枠組みを作り、暫定実施計画（ＴＳＩ）の改訂版として協議議事録に添付する

意向であったが、ＰＣＭワークショップにより今後の活動が策定されるため、現段階でＴＳＩを

改訂する必要はないというテュニジア側の意見により、協議議事録案にあったＴＳＩ改訂版は削

除されることとなった。

　代わりに、ＰＣＭワークショップまでの３ヵ月の間に、テュニジア側、日本側が行うべき措置

につき、活動計画として協議議事録に記載した。内容は、テュニジア側は、印刷機材導入のため

の施設整備、カウンターパートの配置、日本側は、専門家派遣、カウンターパートの受入れ、ま

た両者が責任をもってすることとして、定期的ミーティングの開催、教材作成委員の位置づけの

確認等が記載された。

　また、前期プロジェクトにおいて視聴覚センターに投入された機材の保守契約費用については、

本来同予算はテュニジア側負担であることを十分説明し、2000 年度には日本が負担し、2002 年

以降はテュニジア側が負担する旨を協議議事録に記載した。2001年度については、今後の検討事

項となった。

　なお、調査団からのRecommendation として、下記のことを記載した。

（1）印刷機材の設置およびかかるスタッフの訓練について、ＯＮＦＰ、ＪＩＣＡが努力するこ

と。

（2）多様なニーズに基づき、若者とリプロダクティブ・ヘルスに対する教育教材が、開発される

こと。

（3）ＮＧＯ支援を日本政府、ＯＮＦＰ、各ＮＧＯ機関の三角協力で実施すること。

（4）日本からの講師派遣により、本プロジェクトと第三国研修との連携が強化されること。

（5）ＰＣＭワークショップで策定される年ごとの活動計画にそって、具体的な活動を決めるこ

と。
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